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第 4章 災害復旧計画 

第 1 節 市民生活安定のための緊急措置計画 

大災害が発生した場合には、住居や家財等を喪失する等多くの住民が被害を受け、心の動揺や

生活の混乱をきたす。このため、市及び関係機関は相互に協力し、住民の生活の安定と社会秩序

の維持を図るための措置を講じるものとする。 

市は、災害後に被災者が余儀なくされる不便で不安な生活を支援し、できるだけ早期の自立を

促していくために、相談窓口の設置や租税及び公共料金等の特例措置、即効性のある臨時的な雇

用創出策と、産業振興の方向性に沿った職業訓練を通じた労働者の技能向上等による中長期の安

定的な雇用創出策を組み合わせて実施するものとする。併せて、自営業、農林水産業、中小企業

等に対する経営の維持・再生、起業等への支援策の充実も図るものとする。 

また、市及び県は、災害時における被災者（事業者を含む）の自立的生活再建（生活復興）を

支援するため関係機関、団体等と協力し、各種資金の貸付等の措置を講じ、被災者からの申請を

迅速かつ的確に処理するため、体制の整備等を図ることとする。これらの被災者の自立的生活再

建に対する支援措置について、被災地以外へ避難等をしている個々の被災者も含めて広報すると

ともに、市職員や弁護士等を配置した総合的な相談窓口を設置し被災者の利用を促進するものと

する。 

なお、これらの措置に当たっては、県及び市は被災者の自立的生活再建を的確に支援するため、

手続の簡素化、事務処理の迅速化を図るものとする。 

さらに、市は、災害時における被災者の自立的生活再建（生活復興）を支援するため県及び関

係機関等と協力し、被災者に対する義援金品の募集及び配分等の措置並びに見舞金の支給を迅速

に行うものとする。 

なお、本計画で記載する義援金には、特定の個人、特定の施設、特定の団体等への配分を指定

する見舞金及び寄付金等は含まないものとする。 

市は、被災者生活再建支援法の適用条件に満たない規模の自然災害が発生した際も、同法の趣

旨を踏まえ、独自の支援措置を講じることを検討する。 
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第 1 相談窓口の設置及び文書等の準備 

【秘書広報課・各課】 

1 相談窓口の設置 

市、県及び警察署は相談窓口等を設置し、被災者のための生活相談を行うものとする。（関連：

第 3章第 2節「第 4 災害広報計画」） 

 

表 4-1-1 各機関の相談の取扱い 

 

2 文書、様式の事前準備 

災害復旧・復興対策に必要な文書、様式手続については、あらかじめ各事務担当課で用意して

おく。 

 

3 他の自治体に避難した被災者への情報提供 

市は、他の自治体に避難した被災者等に対して、市ホームページ等で情報提供を行うとともに、

専用窓口（電話回線）を用意し、担当職員を配置して相談受付や必要な情報等の提供を行うもの

とする。 

 

機 関 名 相 談 の 取 扱 い 

市 

市は、被災者のための相談窓口及び要配慮者や女性専用の窓口を設けるなど、苦

情又は要望事項を聴取してその解決を図るほか、その内容を関係機関に連絡し、広

聴活動を実施する。 

県 

ア 県庁内に被災者総合相談窓口を設置するとともに、税務、福祉・医療、商工、農林・

水産、土木・都市、教育、女性のための相談等の個別相談窓口を設置する。 

イ 被災者への相談事業等の展開 

災害によるショック及び避難生活の長期化にも対応するため、被災地及び避難所

において、専門家等による相談等の事業を行う。 

(ア) 要介護者への巡回相談事業の実施 

(イ) 被災児童・生徒及び親への相談事業の実施 

ウ 住宅被災者に対する相談等の実施 

被災した住宅の復興を支援するため、住宅相談窓口を開設し、(独)住宅金融支援

機構職員による住宅再建に関する相談を行う。 

エ 被災者への迅速かつ適切な相談業務を行うため、県各部局及び市との緊密な連携

を図る。 

警 察 署 

ア 警察署又は交番その他必要な場所に臨時相談所を設置する。 

イ 相談活動を通じて把握した問題については、組織的対応により迅速な処理をする

とともに、必要により関係機関へ連絡して、その活動を促す。 
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第 2 租税及び公共料金等の特例措置 

【税制課・市民税課・資産税課・保育課・日本郵便株式会社（流山郵便局）・日本放送協会】 

市は、国、県及びその他関係機関とともに、災害により被害を受けた住民の自力復興を促進し、

安定した生活の早期回復を図るため、災害の状況に応じ、租税の徴収猶予措置、公共料金の特例

措置等の対策を積極的に推進するようにするものとする。 

また、市及び関係機関は、これらの対策が活用されるよう被災者に対して情報の提供を充分に

行っていくものとする。 

1 市税の減免等 

被災した納税者又は特別徴収義務者(以下「納税者等」という。)に対し、地方税法又は流山市

市税条例の規定により、市税の申告等の期限の延長、徴収猶予及び減免等個々の事態に対応した

適時・適切な措置を講じるものとする。 

(1) 申告等の期限の延長 

災害により、納税者等が期限内に申告、その他の書類の提出又は市税を納付もしくは納入する

ことができないと認めるときは、次により当該期限を延長するものとする。 

ア 広範囲にわたる災害その他やむを得ない理由の場合 

市長は、適用の地域及び期日を指定するものとする。 

イ 災害その他やむを得ない理由の場合 

市長は、納税者等の申請により、災害のやんだ日から納税者については 2 月以内、特別徴

収義務者については 30日以内において期日を延長するものとする。 

(2) 徴収猶予 

災害により財産に被害を受けた納税者等が市税を一時に納付し又は納入することができないと

認められるときは、その者の申請に基づき 1 年以内において徴収を猶予するものとする。なお、

やむを得ない理由があると認められるときは、さらに 1年以内の延長を行うものとする。 

(3) 減免 

被災した納税者等に対し、次のとおり減免するものとする。なお、県では、不動産取得税、自

動車税、軽油引取税が減免される。 

ア 市民税(県民税) 

被災した納税義務者の状況に応じて減免を行う。 

イ 固定資産税、都市計画税 

災害により著しく価値を減じた固定資産について減免を行う。 

ウ 国民健康保険料 

被災した納税義務者の状況に応じて減免を行う。 

エ 特別土地保有税 

災害により著しく価値を減じた土地について減免を行う。  
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2 保育料の猶予等 

市長は、流山市保育料徴収規則の規定に基づき、災害等による経済上の理由により保育料を納

入することが著しく困難であると認めたときは、保育料の全部又は一部の徴収を猶予し、又は免

除することができる。 

 

3 その他公共料金の特例措置 

(1) 通信事業 

東日本電信電話(株)は、電話サービス契約約款に基づき、災害が発生し又は発生するおそれが

あるときは、被害状況を勘案し基本料金等及び工事に関する費用を減免する。 

(2) 電気事業 

東京電力パワーグリッド(株)は、原則として災害救助法適用地域の被災者を対象に、関東東北

産業保安監督部の許可を得て、以下の措置を行う。 

ア 電気料金の早収期間及び支払い期限の延伸 

イ 不使用月の基本料金の免除 

ウ 建て替え等に伴う工事費負担金の免除(被災前と同一契約に限る。) 

エ 仮設住宅等での臨時電灯・電力使用のための臨時工事費の免除 

オ 被災により使用不能となった電気施設分の基本料金の免除 

カ 被災により 1年未満で廃止又は減少した契約の料金精算の免除 

キ 被災に伴う引込線・メーター類の取付け位置変更のための諸工料の免除 

(3) 都市ガス事業 

京和ガス、京葉ガス(株)等のガス会社は、被害の状況によって、関東東北産業保安監督部の認

可を得て、以下の措置を行う。 

ア 被災者のガス料金の早収期間及び支払い期限の延伸 

イ 事業区域外の被災者が事業区域内に移住していた場合も、アを適用する。 

(4) 郵政事業による特別取扱い 

日本郵便株式会社（流山郵便局）は、災害救助法が発動された場合、災害の態様及び公衆の被

災状況等被災地の実情に応じ、次のとおり、郵政事業に係る災害特別事務取扱い及び援護対策等

を迅速かつ的確に実施する。 

ア 郵便関係 

(ア) 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

災害時には、被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の郵便局において、被災世帯

に対し、通常葉書及び郵便書簡を無償交付する。 
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(イ) 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

災害時には、被災者が差し出す郵便物及び被災地あて救助用郵便物の料金免除を実施する

ものとする。 

イ 災害時における窓口業務の維持 

ウ (株)ゆうちょ銀行の非常払及び(株)かんぽ生命保険の非常取扱いについて、各社から要請

があった場合の取扱い 

(5) 放送受信料 

災害救助法に基づく被災者の受信料免除について検討し、総務大臣の承認を得て実施する。 

 

第 3 雇用対策 

【松戸公共職業安定所（ハローワーク松戸）】 

松戸公共職業安定所（ハローワーク松戸）は、災害により離職を余儀なくされた被災者に対し、

職業のあっせんや雇用保険の失業給付などの雇用対策を積極的に推進するものとする。 

また、被災者が本対策を迅速かつ有効に活用し自立復興を進めるため、手続の簡素化及び迅速

化に努めるものとする。 

市は、雇用対策を効率的に行っていくため、災害時においても住民に対して雇用対策にかかわ

る情報の提供を充分に行っていくものとする。 

1 離職者への措置 

松戸公共職業安定所（ハローワーク松戸）の長は、災害により離職を余儀なくされた被災者の

再就職を促進するため、離職者の発生状況、求人、求職の動向等の情報を速やかに把握するとと

もに以下の措置を行い、離職者の早期再就職へのあっせんを行うものとする。 

(1) 窓口の設置 

被災者のための臨時職業相談窓口を設置する。 

(2) 松戸公共職業安定所（ハローワーク松戸）に出頭することが困難な地域への措置 

松戸公共職業安定所（ハローワーク松戸）に出頭することが困難な地域においては、臨時職業

相談所の開設又は巡回職業相談を実施する。 

(3) 諸制度の活用 

職業訓練受講指示又は職業転換給付金制度等を活用する。 

(4) 労働者のあっせん 

災害救助法が適用され、市長から労務需要の要請があった場合には、労働者をあっせんするも

のとする。 
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2 雇用保険の失業給付に関する特例措置 

(1) 証明書による失業の認定 

松戸公共職業安定所の長は、災害により失業の認定日に出頭できない受給資格者に対して、証

明書により事後に失業の認定を行い、失業給付を行うものとする。 

(2) 激甚災害による休業者に対する基本手当の支給 

松戸公共職業安定所の長は、災害対策基本法第 97条に規定する著しく激甚である災害（以下「激

甚災害」という。）の指定を受けた場合においては激甚災害に対処するための特別の財政援助等に

関する法律（昭和 37年法律第 150 号。以下「激甚法」という。）第 25条の規定に基づき、災害に

よる休業のため、賃金を受けることができない雇用保険の被保険者(日雇労働被保険者は除く。)

に対して、失業しているものとみなして基本手当を支給するものとする。 

(3) 雇用調整助成金の特例適用の要請 

松戸公共職業安定所の長は、次のような場合において、休業手当に係る賃金負担の一部を助成

できるよう、労働省へ要請する。 

ア 被災地域の事業主が、労働者を休業させる場合 

イ 被災地域以外の災害関連下請け事業所が、労働者を休業させる場合 

ウ 被災地域の事業主が、新卒者等の内定取り消しの回避を図る場合 

 

第 4 被災者台帳の作成 

≪災害対策基本法第 90条の 3、第 90 条の 4≫ 

【防災危機管理課・税制課・市民税課・資産税課】 

被災者の住家の被害状況や各種支援の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約し、各種

の支援措置が早期に実施されるよう被災者台帳を作成する。 

(1) 記載項目 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況 

カ 援護の実施状況 

キ 要配慮者である時は、その旨及び要配慮者に該当する理由 

ク その他 

作成に当たっては、避難者名簿を活用することとする。≪「避難者情報の管理」（p.3-90）≫ 
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(2) 台帳情報の利用及び提供 

次の条件に該当する場合、台帳情報を利用または提供することができる。 

ア 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき 

イ 市が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき 

ウ 他の地方公共団体が援護の実施に必要な限度で台帳情報を利用するとき 

 

第 5 罹災証明書の交付 

≪災害対策基本法第 90条の 2≫ 

【防災危機管理課・予防課・税制課・市民税課・資産税課】 

罹災証明書は、被災者生活再建支援法、災害救助法及び千葉県生活再建支援事業実施要綱によ

る各種の施策や市税等の減免を実施するに当たって必要とされる家屋の被害程度について、被災

者の応急的、一時的な救済を目的に、市長及び消防長が確認できる程度の被害について証明する

ものとする。 

1 罹災証明書の交付体制の整備 

罹災証明書を遅滞なく交付できるよう、住家被害調査の担当者の育成、他市町村との協定の締

結、建築物の被害認定調査における点検項目リストをあらかじめ作成しておくなど、罹災証明書

の交付に必要な実施体制の整備に努め、専門的な調査を必要とするとき等においては、関係各部

又は関係団体等の協力を得て行うものとする。 

また、地理情報システム（GIS）の活用や罹災証明書発行支援システムの導入を検討する。 

 

2 交付手続き及び証明項目 

罹災証明書の発行に先立ち、速やかに必要な住家等の被害調査を行う。罹災証明書は、災害対

策基本法第 2 条第 1 項に規定する災害により被害を受けた家屋について、次の項目を証明するも

のとする。証明手数料は、無料とする。 

(1) 家屋の損壊等に関する証明項目 

【税制課・市民税課・資産税課】 

ア 全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊 

イ 流出、床上浸水、床下浸水 

ウ その他 
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(2) 家屋の火災に関する証明項目 

【予防課】 

ア 全焼、半焼、部分焼、ぼや 

イ 全損、半損、小損 

ウ その他 

《様式 57・58》 

なお、罹災証明書で認定する被害の程度によって、罹災者に対する支援措置が異なるため、認

定結果に対する罹災者の理解を得られるよう十分な説明を行うこととする。理解が得られない場

合は、被害程度の判定作業を再度行うものとする。 

 

第 6 住宅の建設等 

【建築住宅課】 

自力での住宅建設ができない被災者に対する恒久的な住宅を確保するため、市は災害公営住宅

の整備及び既設公営住宅の復旧を実施し、市で対応が困難な場合には市に代わって県に災害公営

住宅の整備を要請し、居住の安定を図るものとする。 

また、市は自力で住宅を建設する被災者に対して、(独)住宅金融支援機構による住宅資金の貸

付に対する情報の提供と指導を行い、迅速な事務処理体制を整えるものとする。 

1 住宅整備及び復旧計画の検討 

市は、迅速な災害公営住宅の整備及び既設公営住宅の復旧を図るため、県の助言・指導を受け

ながら住宅被害の実態を把握し、住宅災害確定報告書、罹災者名簿、滅失住宅地図を作成するも

のとする。そのうえで、災害住宅整備計画及び復旧計画を作成し、予算の確保、用地の確保等を

含めて県の支援を要請するものとする。 

県は、市だけで住宅の整備・復旧に対応可能かどうかを含めて検討し、市と県の役割分担を決

定し、合わせて市への支援内容を決定する。 

 

2 公営住宅の整備・復旧 

(1) 整備資金 

市が激甚法第 22 条の規定に基づき、激甚災害により滅失した住宅に居住していた者に賃貸する

ための災害公営住宅の整備等を行う場合には、整備費用について国からの補助を受けるものとす

る。 
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(2) 整備事業の実施 

市は、整備計画に基づき、災害公営住宅の整備及び既設公営住宅の復旧を実施するものとする。

住宅建設に当たっては、要配慮者の入居を想定し、バリアフリー化に努めるものとする。 

(3) 入居者の選定 

市は、県の助言・指導を受け、新居を必要とする住民の被災状況、生活実態等に配慮しながら

特定入居を行うときの選定基準を作成し、入居者を選定する。 

 

3 (独)住宅金融支援機構の利用 

(独)住宅金融支援機構法（平成 17年法律第 82 号）第 13 条第 1項第 5号に基づき、災害により

滅失した家屋の所有者が、自らの居住あるいは賃貸のために家屋を建設、購入もしくは補修しよ

うとするときは、住宅金融支援機構から必要な資金の貸付が受けられる。 

 

第 7 災害援護資金の貸付 

【社会福祉課・県】 

千葉県市町村総合事務組合は、災害により被害を受けた世帯の世帯主に対し、生活の立て直し

に資するため災害援護資金の貸付を行うものとする。そのあらましは、次のとおり。 
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表 4-1-2 災害援護資金貸付の概要 

対象となる 

災害 

県内で、自然災害により災害救助法による救助が行われた市町村が 1 ヵ所で

もある場合の災害により、負傷又は住居、家財に損傷を受けた者 

貸付 

対象者 

上記の災害で被害を受けた世帯であって、当該世帯に属する者（以下「同一

世帯員」という。）の当該被害を受けた年の前年の所得の合計額が以下の限

度額を超えない者。（市町村民税における総所得金額） 

ア 同一世帯員が 1人であるときは     220 万円 

イ 同一世帯員が 2人であるときは     430 万円 

ウ 同一世帯員が 3人であるときは     620 万円 

エ 同一世帯員が 4人であるときは     730 万円 

オ 同一世帯員が 5人以上であるときは 730 万円にその世帯に属する者のう

ち 4 人を除いた者 1 人につき 30 万円を加えた額に満たないものの世帯

主 

ただし、当該世帯の住居が滅失した場合にあっては、同一世帯員の当該

被害を受けた年の前年の所得の合計額が1,270万円に満たない世帯の世

帯主 

貸付対象と 

なる被害 

程度 

ア 世帯主が療養を要する期間が概ね 1月以上である負傷を負った場合 

イ 住居又は家財の被害金額が当該住居又は家財の価格の概ね 3分の 1以上

の損害であると認められる場合 

貸付金額 

ア 上欄アの場合 

イ 上欄アと家財の損害が重複した場合  

ウ 上欄アと住居が半壊した場合 

エ 上欄アと住居が全壊した場合 

オ 家財の損害の場合（上欄イの場合） 

カ 住居が半壊した場合 

キ 住居が全壊した場合（クを除く。） 

ク 住居の全体が滅失もしくは流出し、又はこれと同等と認

められる特別の事情がある場合 

150 万円以内 

250 万円以内 

270 万円以内 

350 万円以内 

150 万円以内 

170 万円以内 

250 万円以内 

350 万円以内 

 

貸付期間 10 年（うち据置期間 3 年、特別の場合 5年） 

利子 年 3％（据置期間中は無利子） 

保証人 連帯保証人になること。 

償還方法 年賦償還及び半年賦償還 

申込先 市 

 

第 8 生活福祉資金の貸付 

【社会福祉課・市社会福祉協議会】 

災害救助法が適用にならない災害によって被害を受けた低所得世帯等に対し生活福祉資金を貸

し付ける。なお、「災害弔慰金の支給等に関する法律」に基づく災害援護金の貸付対象となる世帯

は、原則としてこの資金の貸付対象とならない。 

貸付内容、その他制度のあらましは、次のとおり。 
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表 4-1-3(1) 生活福祉資金の貸付内容(1/2) 

資金の種類 貸付用途 貸付限度額 
償還期限 

(据置期間後) 

総
合
支
援
資
金
注
１ 

生活 

支援費 
生活再建までの間に必要な生活費用 

（二人以上）月 20 万円以内 

（単身）月 15 万円以内 

※貸付期間原則 3月、最長 12 月以内 

10 年以内 住宅 

入居費 

敷金、礼金等住宅の賃貸契約を結

ぶために必要な費用 
40 万円以内 

一時生活 

再建費 

生活を再建するために一時的に必

要な費用 
60 万円以内 

福
祉
資
金
注
２ 

福祉費 

日常生活を送る上で一時的に必要

となる費用 

580 万円以内 (貸付標準額は以下

のとおり) 
 

・生業を営むために必要な経費 460 万円 20 年以内 

・技能習得に必要な経費及びその

期間中の生計維持経費 

技能習得期間が 

6 月程度：130 万円 

1 年程度：220 万円 

2 年程度：400 万円 

3 年以内：580 万円 

8 年以内 

・住宅の増改築、補修等及び公営

住宅の譲り受けに必要な経費 
250 万円 7 年以内 

・福祉用具等の購入に必要な経費 170 万円 8 年以内 

・障害者用自動車の購入に必要な

経費 
250 万円 8 年以内 

・中国残留邦人等にかかる国民年

金保険料の追納に必要な経費 
513.6 万円 10 年以内 

・負傷又は疾病の療養に必要な経

費及びその療養期間中の生計維

持経費 

療養期間が 

1 年未満：170 万円 

1 年 6 月以内で世帯の自立に必要な

とき：230 万円 

5 年以内 

・介護サービス、障害者サービス

の経費及びその期間中の生計維

持経費 

ｻｰﾋﾞｽを受ける期間が 

1 年未満：170 万円 

1 年 6 月以内で世帯の自立に必要な

とき：230 万円 

5 年以内 

・災害を受けたことにより臨時に

必要となる経費 
150 万円 7 年以内 

・冠婚葬祭に必要な経費 50 万円 3 年以内 

・住居の移転等、給排水設備等の

設置に必要な経費 
50 万円 3 年以内 

・就職、技能習得等の支度に必要

な経費 
50 万円 3 年以内 

・その他日常生活上一時的に必要

な経費 
50 万円 3 年以内 

※据置期間：6ヶ月以内、連帯保証人及び貸付利率：連帯保証人 有り⇒無利子 無し⇒年 1.5％ 

出典：千葉県社会福祉協議会ホームページ掲載の「生活福祉資金 資金種類一覧（別表１）」及び「福祉資金福祉

費貸付額・条件一覧表（別表２）」より（http://www.chibakenshakyo.com/） 

注１）失業者等、日常生活全般に困難を抱えており、生活の立て直しのために継続的な相談支援（就労支援、

家計指導等）と生活費及び一時的な資金を必要とし、貸付を行うことにより自立が見込まれる世帯に対

し貸し付ける資金 

注２）低所得世帯、障害者世帯又は高齢者世帯（療養又は介護を要する高齢者が属する世帯に限る）に対し、

各種の必要な経費として貸し付ける資金 
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表 4-1-3(2) 生活福祉資金の貸付内容(2/2) 

資金種類 貸付用途 貸付限度額 
償還期限 

(据置期間後) 

据置 

期間 

福
祉
資
金 

緊急小口資金 

緊急かつ一時的に生計の維持

が困難となった場合に貸し付

ける少額の費用 

10 万円以内 12 月以内 2 月以内 

教
育
支
援
資
金 

教育支援費 

低所得世帯に属する者が高等

学校、大学又は高等専門学校に

就学するのに必要な経費 

〈高校〉月 3.5 万円以内 

〈高専・短大〉 

月 6万円以内 

〈大学〉月 6.5 万円以内 

20 年 

以内 
卒業後 

6 月以内 

就学支度費 

低所得世帯に属する者が高等

学校、大学又は高等専門学校へ

の入学に際し必要な経費 

50 万円以内 
20 年 

以内 

不
動
産
担
保
型
生
活
資
金 

不動産担保型

生活資金※1 

低所得の高齢者世帯に対し、一

定の居住用不動産を担保とし

て生活資金を貸し付ける資金 

・土地の評価額の 70％

程度 

・月 30 万円以内 

据置期間

終了時 

契約 

終了後 

3 月以内 
要保護世帯向

け不動産担保

型生活資金※2 

要保護の高齢者世帯に対し、一

定の居住用不動産を担保とし

て生活資金を貸し付ける資金 

・土地及び建物の評価額

の 70％程度（集合住宅

の場合は 50％） 

・生活扶助額の 1.5 倍以

内 

据置期間

終了時 

※連帯保証人及び貸付利率：緊急小口資金と教育支援資金は、連帯保証人不要、無利子 

※1連帯保証人必須、利子は年 3％又は長期プライムレートの低い方 

※2連帯保証人不要、利子は年 3％又は長期プライムレートの低い方 

出典：千葉県社会福祉協議会ホームページ掲載の「生活福祉資金 資金種類一覧（別表１）」より

（http://www.chibakenshakyo.com/） 

 

第 9 中小企業への融資 

【商工振興課・県】 

県は、被災した中小企業の再建を促進するための資金対策として、一般金融機関(普通銀行、信

用金庫、信用組合)及び政府系金融機関(中小企業金融公庫、商工組合中央金庫、国民生活金融公

庫)に特別の配慮を要請し、災害復旧に必要な資金の融資が迅速かつ円滑に行われるよう、次の措

置を実施する。市は、これらの措置に関する広報や事業者からの相談受付を行う。 

1 適用の基準 

ア 激甚法又は災害救助法の適用を受けた場合 

イ 経済産業大臣が地域・業種を指定した災害 

ウ その他特に必要と認めた場合 
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2 融資 

(1) 経営安定資金の融資 

ア 市町村認定枠 

(ア) 融資対象者 

a. 激甚災害により被害を受けた者 

b. 中小企業信用保険法第 2条第 4項第 4号の規定による認定を受けた者 

(イ) 融資使途 

設備資金、運転資金 

(ウ) 融資限度額 

1 中小企業者 8,000 万円以内 

（エ） 融資期間 

設備資金 10 年以内、運転資金 7年以内 

(オ） 融資利率 

年 1.4％～2.0％（融資期間により異なる。） 

イ 市町村認定以外枠 

(ア) 融資対象者 

知事が指定する災害により被害を受けた者 

(イ) 融資使途 

設備資金、運転資金 

(ウ) 融資限度額 

1 中小企業者 8,000 万円以内 

(エ) 融資期間 

設備資金 10 年以内、運転資金 7年以内 

(オ) 融資利率 

年 1.7％～2.3％（融資期間により異なる。） 

(2) 利子補給融資 

上記資金の融資を受けた者に対して、県が利補給する。（条件については、災害の度合いに応じ

て別途定める。） 
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第 10 農林漁業者への融資 

【農業振興課・県・公共職業安定所・防災関係機関】 

県は、災害により被害を受けた農林漁業者又は農林漁業者の組織する団体に対し、復旧を促進

し農林漁業の生産力の回復と経営の安定を図るため、次の対策を講じる。 

なお、申し込みは、天災資金については農業協同組合及び金融機関等へ、（株）日本政策金融公

庫資金については（株）日本政策金融公庫、農業協同組合及び受託金融機関へ行う。 

ア 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法（昭和 30 年法律第

136 号）の規定に基づき、指定された天災に基づく被害を受けた農林水産業者が必要な資金

融資 

イ (株)日本政策金融公庫資金 

ウ 県単農業災害対策資金による資金融資 

市は、これらの措置に関する広報や農林漁業者等からの相談受付を行う。 

 

第 11 義援金品の配布 

【会計課・商工振興課・財政調整課・日本赤十字社千葉県支部・千葉県共同募金会】 

大規模な災害時には、多くの人々が生命又は身体に危害を受け、住居や家財の喪失、経済的困

窮により、地域社会が極度の混乱に陥る可能性がある。そこで市は、災害時における被災者の自

立的生活再建（生活復興）を支援するため県及び関係機関等と協力し、被災者に対する義援金品

の募集及び配分等の措置並びに見舞金の支給を迅速に講じるものとする。 

なお、本計画で記載する義援金には、特定の個人、特定の施設、特定の団体等への配分を指定

する見舞金及び寄付金等は含まないものとする。 

1 義援金品の受入れ 

(1) 義援金 

義援金の受入れは、市に直接寄託された分の受け付けも含め、会計課が担当するものとする。 

(2) 義援品 

ア 民間企業や自治体等からの義援品 

市は、関係機関等の協力を得ながら、協定を締結している民間企業や自治体等からの義援

品について、受入を希望するもの及び希望しないものを明確にし、その内容のリストを公表

し、周知を図る。また、避難所等における需給状況を把握し、同リストを逐次改訂する。 

イ 個人等からの小口の義援品 

市は、個人等からの小口の義援品については、原則受け入れないこととし、その方針につ

いて周知する。 

《様式 54・55》 
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図 4-1-1 義援金品の受入経路 

 

2 義援金品の保管 

義援金については、被災者に配分するまでの間、会計課が出納機関の協力や指定金融機関の一

時預託により安全かつ確実に保管する。また、管理に際しては、受払簿を作成するものとする。 

義援品については、コミュニティプラザを一時保管場所とし、状況により他の公共施設を利用

するものとする。また、一時保管場所から文化会館、公民館、小・中学校への振り分けを行うも

のとする。 

 

3 義援金品の配分 

ア 被害状況確定後、被災地区や被災者の状況を考慮し、本部長が決定する配分計画に基づき、

その一部又は全部を公正に配分する。その際、あらかじめ、基本的な配分方法を決定してお

くなどして、配分方法を工夫し、出来る限り迅速な配分に努める。 

イ 配分計画の立案は、財政調整課が行う。 

ウ 被災者に対する配分に際しては、自治会等に協力を要請し、迅速に実施する。 

エ 義援品のうち直ちに利用できる物資は、有効に活用する。 

 

第 12 被災者生活再建支援金の支給 

【社会福祉課】 

県は、市町村単位又は県域の住家全壊世帯数が一定基準以上となった場合等、法に定める基準

を満たした場合に、被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第 66 号）を適用し、支援金を支給す

る。これにより、被災者の生活の再建を支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復

興に資するものとする。 

市長は、法の適用に向けて、当該の災害にかかる被害状況を収集し、知事に対して報告する。 

また、市は、被害を受けた世帯に対して、支給対象世帯、支給限度額、支給申請手続等につい

て説明し、支給申請書に添付する必要のある書類について、被災者からの請求に基づき発行する。

寄 託 者

直 接

市災害対策本部

他 の 都 県 、 市 町 村

日本赤十字社千葉県支部

県 災 害 対 策 本 部
（ 県 知 事 ）
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さらに、市は、被災者から提出された支給申請書及び添付書類を確認等とりまとめの上すみやか

に県に送付する。 

なお、被災者生活再建支援法人（以下「支援法人」という。）として、(公財)都道府県会館が指

定されており、県は、県が行う支給事務に関し支援法人（(公財)都道府県会館）へ委託している。 

内容の詳細については、被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第 66号）を参照のこと。 

1 支給対象世帯 

ア 全壊：当該自然災害によりその居住する住宅が全壊した世帯 

イ 解体：当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、又はその居住する住宅の敷地に被

害が生じ、当該住宅の倒壊による危険を防止するため必要があること、当該住宅に居住する

ために必要な補修費等が著しく高額となることその他これらに準ずるやむを得ない事由によ

り、当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世帯 

ウ 長期避難：当該自然災害により火砕流等による被害が発生する危険な状況が継続すること

その他の事由により、その居住する住宅が居住不能のものとなり、かつ、その状態が長期に

わたり継続することが見込まれる世帯 

エ 大規模半壊：当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、基礎、基礎ぐい、壁、柱等

であって構造耐力上主要な部分として政令で定めるものの補修を含む大規模な補修を行わな

ければ当該住宅に居住することが困難であると認められる世帯（イ及びウに掲げる世帯を除

く。以下「大規模半壊世帯」という。） 

 

2 支給限度額 

支給限度額は次のとおりとする。 

 

表 4-1-4 世帯別対象経費及び限度額（複数世帯） 

 定額 住宅の再建の態様等に応じて定額 合計 

ア 全壊世帯 

イ 解体世帯 

ウ 長期避難 

世帯 

100 万円 

住宅を建設・購入する世帯    200 万円 300 万円 

住宅を補修する世帯       100 万円 200 万円 

住宅を賃借する世帯        50 万円 150 万円 

エ 大規模半壊 

世帯 
 50 万円 

住宅を建設・購入する世帯    200 万円 250 万円 

住宅を補修する世帯       100 万円 150 万円 

住宅を賃借する世帯        50 万円 100 万円 

 

ただし、一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合

計で 200（又は 100）万円とする。 

また、単数世帯は複数世帯の 3/4 の額とする。  



第 4章 災害復旧計画 

第 1節 市民生活安定のための緊急措置計画 

4-17 

第 13 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給 

【社会福祉課・日本赤十字社千葉県支部・千葉県共同募金会】 

災害が発生した場合、市は、千葉県市町村災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和 49 年千葉県

市町村総合事務組合条例第 1 号)に基づき、災害弔慰金及び災害障害見舞金を支給するものとす

る。また、災害救助法が適用された災害にあっては、同条例に基づく災害援護資金の貸付を行う。 

1 対象となる被害 

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82号）第 2条に規定する災害による被害。 

 

2 支給対象者及び額 

(1) 災害弔慰金 

災害発生当時、本市の住民基本台帳に登録されていた者の遺族。 

 

表 4-1-5 災害弔慰金の支給額 

区 分 支 給 額 

主 た る 生 計 維 持 者 1 人 当 た り 5 0 0 万 円 

そ の 他 1 人 当 た り 2 5 0 万 円 

災害障害見舞金の支給を受けているときは、それを控除した額 

 

(2) 災害障害見舞金 

災害発生当時、本市の住民基本台帳に登録されている者が負傷もしくは疾病にかかり、治った

とき（症状の固定を含む。）に次に掲げる程度の障害があるとき。 

ア 両眼が失明したもの 

イ 咀嚼及び言語の機能を廃したもの 

ウ 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの 

エ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの 

オ 両上肢をひじ関節以上で失ったもの 

カ 両上肢の用を全廃したもの 

キ 両下肢をひざ関節以上で失ったもの 

ク 両下肢の用を全廃したもの 

ケ 精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度がア～クと同程度以

上と認められるもの 
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表 4-1-6 災害障害見舞金の支給額 

区 分 支 給 額 

主 た る 生 計 維 持 者 1 人 当 た り 2 5 0 万 円 

そ の 他 1 人 当 た り 1 2 5 万 円 

 

(3) 災害援護資金の貸付 

災害救助法が適用された場合において、生活の立て直しに資するため世帯主に貸付を行うこと

ができる。本節「第 7 災害援護資金の貸付」参照。 

 

第 14 災害見舞金の支給 

【社会福祉課・日本赤十字社千葉県支部・千葉県共同募金会】 

市は、災害により住家に被害を受けた住民に対し、流山市災害見舞金交付規則（昭和 50年流山

市規則第 33 号）に基づき、災害見舞金を支給する。 

《資料 11》 

1 対象となる被害 

地震、暴風、豪雨、豪雪、洪水その他の異常な自然現象又は火事により家屋に災害が発生した

場合で、災害救助法の適用を受けないもの。 

 

2 支給対象者 

ア 本市の住民基本台帳に登録されている者 

イ 自己の居住の用に供している建物が被害を受けた者 

 

3 見舞金額 

見舞金額は、被害の程度により次の表のとおり。 

 

表 4-1-7 災害見舞金の額 

災 害 の 
種 類 

災 害 の 程 度 
災 害 見 舞 金 の 額 

一 般 世 帯 準 世 帯 

焼 失 
全焼（損害額が 70%以上） 30,000 円 20,000 円 

半焼（損害額が 20%～70％未満） 20,000 円 10,000 円 

損 壊 

全壊（延床面積の 70%以上又は損害
額が 50%以上） 

30,000 円 20,000 円 

半壊（延床面積の 20%～70％未満又
は損害額が 20%～50％未満） 

20,000 円 10,000 円 

浸 水 床上浸水 30,000 円 20,000 円 

※詳細は流山市災害見舞金交付規則（昭和 50 年流山市規則第 33 号）参照  
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第 2 節 生活関連施設等の復旧計画・復興計画 

災害復旧計画は、被災した各施設の原型復旧に合わせ、再度の災害発生を防止するために必要

な施設の新設又は改良を行うなど将来の災害に備えるものとし、応急復旧終了後、被害の程度を

十分検討して策定するものとする。 

 

第 1 災害復旧・復興の基本方向の決定 

【防災危機管理課・企画政策課・各課】 

災害の発生後、市は復旧・復興についての基本的な方向を早急に決定する。 

市は被災の状況、地域の条件、関係者の意向等を勘案して迅速な現状復旧と再度災害防止と、

より快適な都市環境を目指し、住民の安全と環境保全等にも配慮した防災まちづくりを実施する

ものとする。その際、まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民のためのものという理念の

もとに、計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし、将来に悔いのないまちづくりを目指すこ

ととし、住民の理解を求めるよう努め、復旧・復興の基本的方向を定めるものとする。 

なお、復旧・復興に当たっては、住民の意向を充分に尊重し、市と住民との協働により計画的

に事業を進める。その際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参

画や、障害者、高齢者等の要配慮者の参画を促進するものとする。 

復興調査や復興計画の策定については、事前に各方面からの研究を行うとともに、復旧・復興

の推進のために国や県の協力を求めるものとする。 

 

第 2 災害復旧計画・復興計画の作成 

【防災危機管理課・企画政策課・各課】 

市は、所管する公共施設についての災害応急対策を講じた後に被害の程度を十分調査・検討し、

災害復旧計画を速やかに作成するものとする。また、必要に応じて大規模災害からの復興に関す

る法律(平成 25年法律第 55 号)を活用し、国の復興基本方針等に即して復興計画を作成し、実施

するものとする。 

この際、災害復旧計画作成の担当は防災危機管理課とし、災害復興計画作成担当は企画政策課

とする。 

災害復旧計画・復興計画の基本方針は、以下のとおりとする。 

1 災害の再発防止 

災害復旧計画・復興計画の策定に当たっては、被災原因、被災状況等を的確に把握し、災害の

再発防止に努めるよう関係機関は十分連絡調整を図り、計画を作成するものとする。  
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2 災害復旧・復興事業期間の短縮 

災害復旧計画・復興計画の策定に当たっては、被災状況を的確に把握し、速やかに効果が上が

るよう関係機関は連絡調整を図り、事業期間の短縮を努めるものとする。 

 

第 3 災害復旧事業に伴う財政援助 

【財政調整課・各課】 

市及び関係機関は、被災施設の復旧計画を速やかに作成するとともに、国・県が費用の全部又

は一部を負担（補助）するものについては復旧事業費の決定及び決定を受けるための査定計画を

策定し、査定実施が速やかに行えるよう努めるものとする。 

このうち、特に公共土木施設の復旧については、被災施設の被害の程度により、緊急の場合に

応じて公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号。以下「国庫負担法」と

いう。）その他に規定する緊急査定が実施されるよう、必要な措置を講じるものとする。 

なお、災害復旧事業として採択され得る限度及び範囲については、国庫負担法、同法施行令、

同法施行規則、国庫負担法事務取扱要綱及び同査定方針により運営されるほか、災害復旧事業費

の決定は、県知事の報告その他地方公共団体が提出する資料及び実施調査に基づき決定される。 

法律又は予算の範囲内において、国が全部又は一部を負担（補助）して行う災害復旧事業は、

次のとおり。 
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表 4-2-1 財政援助対象事業 

災害復旧事業計画 復旧事業対象 適用法令 

公 共 土 木 施 設 
災害復旧事業計画 

河川 
海岸 
砂防設備 
林地荒廃防止施設 
地すべり防止施設 
急傾斜地崩壊防止施設 
道路 
港湾 
漁港 
下水道 
公園 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 
 
注）以下の法令も適用 
 河川法 ：河川の復旧事業 

道路法 ：道路の復旧事業 
下水道法：下水道施設の復旧事業 

農林水産業施設 
災害復旧事業計画 

農地 
農業用施設 
林業用施設 
共同利用施設 

農林水産施設災害復旧事業費国庫補助の暫定
措置に関する法律 

都 市 施 設 
災害復旧事業計画 

街路 
都市排水施設等 
堆積土砂排除 

都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針 
都市災害復旧事業事務取扱方針 

上 水 道 
災害復旧事業計画 

上水道施設 水道法 

住 宅 
災害復旧事業計画 

公営住宅及び共同施設(児童
公園、共同浴場、集会所等) 

公営住宅法 

社 会 福 祉 施 設 
災害復旧事業計画 

保護施設 生活保護法 

老人福祉施設 老人福祉法 

身体障害者更正援護施設 身体障害者福祉法 

知的障害者援護施設 知的障害者福祉法 

障害者支援施設 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律 

婦人保護施設 売春防止法 

児童福祉施設 児童福祉法 

母子・父子福祉施設 母子及び父子並びに寡婦福祉法 

医療施設、病院等 
災害復旧事業計画 

医療機関施設等 医療施設等災害復旧費補助金交付要綱 

感染症指定医療機関 
感染症法予防事業 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律 

学 校 教 育 施 設 
災害復旧事業計画 

公立学校 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

社 会 教 育 施 設 
災害復旧事業計画 

公立社会教育施設  

そ の 他 
災害復旧事業計画 

災害により急を要する土地区
画整理事業 

土地区画整理法 

災害により特に必要となった
廃棄物の処理 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

臨時に行う予防接種 予防接種法 

 

第 4 災害復旧事業の実施 

【各課・県・指定地方行政機関・指定公共機関・指定地方公共機関】 

災害により被害を受けた公共施設の復旧を迅速に行うため、県、市、指定地方行政機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関等は、復旧事業の事業費が決定され次第災害復旧事業を早期に実

施するため、必要な職員の配備、職員の応援及び派遣等について措置するものとする。  
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第 3 節 激甚災害の指定に関する計画 

市は、災害による被害規模が甚大な場合には激甚法に基づく財政援助等を受けて公共施設の災

害復旧事業や被災者等への支援措置が迅速かつ円滑に実施できるようにするため、災害の状況を

速やかに調査し実情を把握して、早期に激甚災害又は局地激甚災害の指定が受けられるよう措置

するものとする。 

 

第 1 激甚災害に関する調査 

【防災危機管理課・各課】 

市は、県が行う激甚災害又は局地激甚災害に関する調査等に協力するため、災害発生後迅速か

つ正確に公共施設等の被害情報を把握するための体制を整えるものとする。 

なお、県知事は、県内に災害が発生した場合には被害状況等を検討の上、激甚災害又は局地激

甚災害の指定を受ける必要があると思われる事業について、県の各関係部局に必要な調査を行わ

せるものとする。県の関係部局は、施設その他の被害額、復旧事業に要する負担額、その他激甚

法に定める必要な事項を取りまとめ、県総務部を通じて県知事に報告するものとする。 

 

第 2 特別財政援助の交付手続等 

【防災危機管理課・財政調整課】 

1 激甚災害指定の基準 

激甚災害については、「激甚災害指定基準」（昭和 37 年 12 月 7 日中央防災会議決定。のち数次

の改正あり。）と、「局地激甚災害指定基準」（昭和 43 年 11 月 22 日中央防災会議決定。）の二つの

指定基準がある。 

《資料 119・120》 

 

2 激甚災害指定の決定 

県知事は、被害調査結果を取りまとめ、内閣総理大臣に報告するものとする。内閣総理大臣は、

県知事の報告に基づき中央防災会議の意見を聞いて、激甚災害として指定すべき災害かどうか判

断し、政令に基づき指定する。なお、中央防災会議は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定

基準に基づいて、激甚災害として指定すべき災害かどうかを検討し、内閣総理大臣に答申する。 
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3 特別財政援助の交付手続 

市長は、激甚災害又は局地激甚災害の指定を受けたときは、特別財政援助額の交付に係る調書

等を速やかに作成し、県の関係部局に提出するものとする。 

 

4 財政援助対象事業等 

激甚法に定める財政援助等が受けられる事業等は、次のとおり。 
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表 4-3-1 激甚災害に係る財政援助措置の対象事業 

1 公共土木施
設災害復旧
事業等に関
する特別の
財 政 援 助
[法第 3条、
4条][令第 1
～5条] 

1 公共土木施設災害復旧事業 
河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩
壊防止施設、道路、港湾、漁港、下水道、公園 

2 公共土木施設災害関連事業 
災害復旧事業のみでは再度災害の防止に効果が期待できないと認められるた
めこれと合併して行う公共土木施設の新設又は改良に関する事業 

3 公立学校施設災害復旧事業 
4 公営住宅又は共同施設の建設又は補修に関する事業 
5 生活保護施設災害復旧事業 
6 児童福祉施設災害復旧事業 
7 幼保連携型認定こども園の災害復旧事業 
8 養護・特別養護老人ホーム災害復旧事業 
9 身体障害者社会参加支援施設災害復旧事業 
10 障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害福祉サービスの

事業の用に供する施設の災害復旧事業 
11 婦人保護施設災害復旧事業 
12 感染症指定医療機関災害復旧事業 
13 感染症予防事業 
14 幼稚園災害復旧事業 
15 堆積土砂排除事業 
16 湛水排除事業 

2 農林水産業
に関する特
別の助成 

1 農地等の災害復旧事業等 [法第 5条、令第 14～18 条] 
2 農林水産業共同利用施設災害復旧事業 [法第 6条、令第 19 条] 
3 開拓者等の施設の災害復旧事業（県） [法第 7条、令第 20 条] 
4 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通(県)[法第 8 条] 
5 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業(県)[法第 9 条、令第 21 条] 
6 土地改良区等の行う湛水排除事業(県)  [法第 10 条、令第 22 条] 
7 共同利用小型漁船の建造（県） [法第 11 条、令第 23 条] 
8 森林災害復旧事業（県） [法第 11 条の 2、令第 23 条の 2] 

3 中小企業に
関する特別
の助成 

1 中小企業信用保険法による災害関係保証[法第 12 条、令第 24・25 条] 
・付保限度額の別枠設定 
・保険填補率の引き上げ    70／100→80／100 
・保険料率の引き下げ 

2 事業協同組合等の施設の災害復旧事業（県）[法第 14 条、令第 27 条] 

4 その他の特
別の財政援
助助成 

1 公立社会教育施設災害復旧事業 [法第 16 条、令第 33～35 条] 
・公立の公民館、図書館、体育館、運動場、水泳プールその他の社会教育施設 
（2／3 補助） 

2 私立学校施設災害復旧事業 [法第 17 条、令第 36～38 条] 
・私立の学校（1／2補助） 

3 市町村が施行する感染症予防事業 [法第 19 条] 
・費用支弁における国・県の負担率引き上げ 

4 母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付け [法第 20 条] 
・国の貸付金の割合の引き上げ（災害を受けた年度及びその翌年度） 

5 水防資材費 [法第 21 条、令第 39・40 条] 
・水防のために使用した資材に関する費用（2／3 補助） 

6 罹災者公営住宅建設等事業 [法第 22 条、令第 41 条] 
・公営住宅の補助率の引き上げ  2／3→3／4 
・補助対象戸数  滅失戸数の 5割 

7 小災害債に係る元利償還金 [法第 24 条、令第 43～47 条] 
・地方債に係る元利償還に要する経費を基準財政需要額に算入 

8 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例[法第 25 条、令第 48 条] 
・基本手当の支給 

注)表中の[法]は「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」 

[令]は「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律施行令」 
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